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資　料

１．緒言
　近年，我が国を含む各国は1991年に国連総会で採
択された「精神病者の保護および精神保健ケアの改
善のための原則」に準拠して，精神科入院患者の行
動制限要件を厳密化している1）．
　しかしながら，精神保健福祉資料（630調査）に
よれば，2006年の身体的拘束を行っている患者数が
6,008件，保護室の隔離患者数が8,567件だったが，
2016年には身体的拘束を行っている患者数が10,933
件，保護室の隔離患者数が10,411件に増加してい
る2）．また，隔離患者数のうち1年以上の入院患者
は6,053人であり，隔離患者数の47.2％を占めており，
長期入院患者の行動制限最小化が求められる3）．
　精神科病院は，精神障害者が早期退院するための
体制の確保と，患者の状況に応じた質の高い多職種
チームによる退院促進への取り組みが求められてお
り4），精神科医療における多職種連携の必要性が報
告されている5,6）．精神科病院の入院医療においても，
原則として行動制限は行わないこと，外部の支援者

と訪問や外出支援などを通じて関係を作りやすい環
境とすること，社会とのつながりを深められる開放
的な環境を確保することが必要とされる．
　また，入院医療は，入院日数の短縮をめざし専門
性を生かしたチーム医療の推進が求められている．
一般病院においても精神科医療のニーズの高まりを
踏まえ2012年の診療報酬の改定では，精神科リエ
ゾンチームの加算が新設され7），多職種で連携した
チーム医療の動きが広がっている．
　一方で，日本のチーム医療において多職種と協働
する際の困難さ8）や医師の権限や決定権の集中など
による医師中心の組織構造9）が指摘されている．精
神科領域における多職種連携は司法精神医療におけ
る退院支援10）や事例報告にとどまっている．
　隔離・身体的拘束を減少させる取り組みとして，
米国では精神科関連施設における隔離・身体的拘束
の最小化について基本的な考え方を示し，組織的
取り組みを示した Six core strategies が報告11）がさ
れている．我が国においても Six core strategies の
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　本研究の目的は，多職種連携の視点から長期隔離処遇患者に対する行動制限最小化に向けた方略に
ついて明らかにすることである．単科精神科病院で長期隔離処遇患者の行動制限最小化に携わる多職
種（6職種11人）に対し，半構造化面接を実施し，データを質的記述的に分析した．分析の結果，長
期隔離処遇患者に対する行動制限最小化に向けた多職種連携の方略として，安心して発言できる雰囲
気の中で【スタッフの感情の共有化】を行っていた．そして，フォーマル，インフォーマルな場で【対
象を捉える】ことで患者の新たな側面を発見し，それをきっかけに発想を変えて【行動制限最小化の
方向性】を検討していた．このような経験が専門職としての気づきや経験の積み重ねとなって【多職
種の相互啓発による専門スキルの向上】につながっていた．スタッフの感情の共有化の場として，行
動制限最小化に特化したカンファレンスやインフォーマルな場で多職種が行動制限最小化の実現に向
けて方略を検討することは，長期隔離処遇患者の行動制限最小化を実現するための計画立案に寄与す
ることができる．
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実証研究12）がなされており，多職種連携によるカン
ファレンスで隔離ののべ日数と施行割合の減少13）が
示された．しかしながら，長期隔離処遇患者の行動
制限最小化に対する多職種連携による方略の具体的
内容は明確でない．
　そこで，今回，多職種連携の視点から長期隔離処
遇患者に対する行動制限最小化に向けた方略につい
て明らかにすることを目的とし，研究を実施するこ
ととした．長期隔離処遇患者に対し，多職種連携で
どのように協働し支援しているかを明確にすること
で，行動制限最小化に寄与することができると考え
る．

２．方法
２．１　用語の操作的定義
２．１．１　長期隔離
　国立精神神経医療研究センターが主体の「医療の
質の均てん化」に関する研究14）にて，PECOシステ
ムのデータ参加20施設の隔離施行時間分布上位1％
値として示される58日を長期隔離と設定した．
２．１．２　多職種
　精神科病院で長期隔離処遇患者の行動制限最小化
に携わる多職種とは，医師，看護師，作業療法士，
精神保健福祉士，臨床心理士，薬剤師を示す．
２．１．３　行動制限
　精神保健福祉法第37条第1項の規定に基づき厚生
労働大臣が定める処遇の基準である通信，面会，電
話，隔離，身体的拘束，任意入院の開放処遇の制限
が定められているが，本研究における行動制限は，
患者の隔離に特化する15）．
２．１．４　行動制限最小化
　精神保健福祉法に明示された行動制限最小化の原
則により，人権に配慮して行動制限が患者に応じて
最も制限が少ない方法を示す15）．
２．２　研究方法
２．２．１　研究デザイン
　本研究は，研究目的である多職種連携の視点から
長期隔離処遇患者に対する行動制限最小化に向けた
方略について明らかにし，研究参加者の語りをあり
のままにとらえ表現するために質的記述的研究デザ
インを用いた．
２．２．２　対象者
　単科精神科病院1施設で長期隔離処遇患者の行動
制限最小化にかかわった経験がある多職種を研究対
象とした．対象は，医師（以下，DR）2人，看護師
（以下，NS）2人，作業療法士（以下，OT）2人，
精神保健福祉士（以下，PSW）2人，臨床心理士（以
下，CP）2人，薬剤師（以下，PH）1人である．

２．２．３　データ収集方法
　データ収集期間は，2016年12月である．対象者の
抽出については，研究協力機関の各職種の責任者に
対象としての選定条件を満たす者の推薦を依頼し
た．選定された対象者に対して研究者が文章および
口頭で研究の趣旨を説明し，研究協力の承諾を得た．
　研究協力が得られた職種に対して，インタビュー
ガイドを用いた半構造化面接を行なった．面接に際
に，長期隔離処遇患者の行動制限最小化を実施する
際に多職種連携で協働し，行動制限最小化につな
がった事例を想起してもらい，多職種で必要とされ
る方略を語ってもらった．また，対象者の属性とし
て，年齢，性別，職種名，職種における経験年数，
精神科経験年数をたずねた．研究対象者の了解を得
た後，ICレコーダーにインタビューの内容を録音
した．調査場所は，プライバシーが確保できる個室
を準備し安心して発言できるよう配慮した．対象者
1人につき面接者1人で1回40分程度のインタビュー
を実施した．研究者のうち面接を実施した3人は，
精神科看護の経験が10年以上で，過去に面接法を実
施した経験を有する者である．
２．３　分析方法
　インタビュー内容の逐語録をデータとし，質的記
述的に分析した．まずデータを精読し，長期隔離処
遇患者の行動制限最小化において，多職種の立場で
実施した内容を抽出し，コードとした．コードを類
似性に基づき分類し，サブカテゴリとした．サブカ
テゴリの内容からさらに抽出度を上げ，カテゴリと
した．結果の厳密性を確保するために，研究者の解
釈やカテゴリ化に歪みや偏りはないかについて研究
者間で議論し，研究の真実性を確保した．
２．４　倫理的配慮
　研究対象者に研究の趣旨を書面と口頭により説明
し，研究参加の任意性と撤回の自由，プライバシー
の保護を保障し，書面で同意を得た．本研究は地方
独立行政法人岡山県精神科医療センター倫理審査委
員会の承認を受けた後，実施した（承認番号：28-
16）．

３．結果
３．１　対象者の概要
　対象者11人の概要を表1に示す．対象者の平均年
齢は36.9歳，性別は男性9人，女性2人であった．対
象者の職種における経験年数は平均13.5年，平均精
神科経験年数は11.7年であった．
３．２　�行動制限最小化に向けた多職種連携の方略

について
　インタビュー内容の逐語録から318コードが得ら



227多職種連携による行動制限最小化

れ，17のサブカテゴリ，4つのカテゴリに集約された．
分析結果を表2に示す．カテゴリは【 】，サブカテ
ゴリは〈 〉で示す．
　長期隔離処遇患者に対する行動制限最小化に向け
た多職種連携の方略として，安心して発言できる雰
囲気の中で【スタッフの感情の共有化】を行ってい
た．そして，フォーマル，インフォーマルな場で【対
象を捉える】ことで患者の新たな側面を発見し，そ
れをきっかけに発想を変えて【行動制限最小化の方
向性】を検討していた．このような経験が専門職と
しての気づきや経験の積み重ねとなって【多職種の
相互啓発による専門スキルの向上】につながってい
た．長期隔離処遇患者に対する行動制限最小化に向
けた方略について多職種連携の視点からカテゴリご
とに説明する．
３．２．１　【スタッフの感情の共有化】
　【スタッフの感情の共有化】は，定期的に開催す
る行動制限最小化カンファレンスの中で，行動制限
最小化に伴うスタッフの不安や陰性感情に至るエピ
ソードを共有化することである．
　サブカテゴリとして〈安心して発言できる雰囲気
を作る〉〈行動制限緩和に伴う看護師の不安を表出
する〉〈陰性感情の軽減を図る〉が抽出された．
　カンファレンスに参加したスタッフは，行動制限
最小化の発案者を否定せず〈安心して発言できる雰
囲気を作る〉ことで多職種チームの自由な意見を促
し，カンファレンスを活性化していた．さらに，看
護師以外の多職種は，夜間も含め長期隔離処遇患者
に接する時間が多い看護師の不安に配慮し，多職種
カンファレンスで〈行動制限緩和に伴う看護師の不
安を表出する〉ことができるよう配慮していた．ま
た，長期隔離処遇患者との関係構築を行う中で陰性
感情が生じているスタッフの背景にあるエピソード
を多職種で共有し〈陰性感情の軽減を図る〉ための
場を設けていた．

３．２．２　【対象を捉える】
　【対象を捉える】は，長期隔離処遇患者を多職種
の多角的視点でアセスメントし，患者の特性とスト
レングスを見出して，行動制限最小化に取り組むこ
とである．
　サブカテゴリとして，〈病状や行動特性を把握す
る〉〈各職種が違う視点でアセスメントする〉〈スト
レングスに着目する〉〈患者と多職種が回復のイメー
ジをもつ〉が抽出された．
　多職種で長期隔離処遇患者の〈病状や行動の特性
を把握する〉ことで病状や特性に応じた個別の支援
計画を立案していた．また，多職種連携を行うこと
で〈各職種が違う視点でアセスメンする〉ことが可
能となり，職種の特性を生かし長期隔離中から退院
後の生活を想定したかかわりを行っていた．多職
種で，長期隔離処遇患者の〈ストレングスに着目す
る〉ために各職種の専門性を生かして患者の強みに
着眼し，ストレングスを生かしたかかわりを行って
いた．さらに多職種は，ストレングスに着目した会
話として，長期隔離処遇患者と治療者がともに回復
のイメージを描き協働することで〈患者と多職種が
回復のイメージをもつ〉ようにしていた．
３．２．３　【行動制限最小化の方向性】
　【行動制限最小化の方向性】は，長期隔離処遇患
者へのかかわりを多職種で行う際，行動制限最小化
に向けた方向性を多職種で話し合い具体的な支援を
することである．
　サブカテゴリとして〈患者と回復に向けた目標を
共有する〉〈行動制限最小化に向けた目標を多職種
で立案する〉〈リスクを評価しつつ処遇を拡大する〉
〈対立構造にある患者には他のスタッフが中立的立
場で対応する〉〈患者のニーズに応じて役割分担す
る〉〈経験知を生かして発想を変え試行錯誤しなが
ら介入する〉〈隔離解除を多職種で決定する〉が抽
出された．
　長期隔離処遇患者の行動制限最小化を行う際に多

表１　対象者属性
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職種は，〈患者と回復に向けた目標を共有する〉こ
とが重要と考えていた．具体的には隔離解除に向け
て患者の希望をふまえた目標を設定し，治療参画を
促すことで行動制限最小化につなげていた．また，
長期隔離処遇患者の行動制限最小化における目標

は，多職種からなるチームで各職種の専門性を生か
したディスカッションを行い，〈行動制限最小化に
向けた目標を多職種で立案する〉ようにしていた．
多職種は〈リスクを評価しつつ処遇を拡大する〉こ
とを常に念頭におきつつ患者とかかわり，行動制限

表２　長期隔離処遇患者に対する多職種連携による行動制限最小化の方略
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最小化を多職種連携のもとで行っていた．
　一方で，日常の処遇などで看護師と患者が対立す
る場面では，〈対立構造にある患者には他のスタッ
フが中立的立場で対応する〉ことで，臨機応変な対
応を行っていた．さらに長期隔離処遇の場合，〈患
者のニーズに応じて役割分担する〉ことで多職種の
役割が明確になり，患者の希望に沿うように役割を
分担・共有していた．それによって，それまで各職
種が様々な方法でアプローチしていた方法を多職種
で情報共有し，〈経験知を生かして発想を変え試行
錯誤しながら介入する〉ようにしていた．行動制限
の指示を出すのは医師であるが，その過程では多職
種で情報を共有し，今後の方向性が話し合われてい
る．その結果，多職種によって得られた情報を一元
化し，〈隔離解除を多職種で決定する〉ことで，各
職種の意見が反映・尊重され，患者の希望を尊重し
つつ，行動制限最小化に向けた介入方法を決定して
いた．
３．２．４　�【多職種間の相互啓発による専門スキル

の向上】
　【多職種間の相互啓発による専門スキルの向上】
は，長期隔離処遇患者の行動制限最小化を目指して
多職種で話し合い検討を行う過程で，多職種からの
意見に啓発され，自己の専門スキルの向上を図るこ
とである．
　サブカテゴリとして〈多職種の専門的かかわりを
相互に評価する〉〈他の職種に期待する役割を伝え
る〉〈インフォーマルな場の情報交換から新たなケ
アを見出す〉が抽出された．
　多職種で長期隔離処遇患者にかかわることを通し
て，各職種は，自分の専門領域以外の視点を学び，〈多
職種の専門的かかわりを相互に評価する〉ことにつ
ながっていた．〈他の職種に期待する役割を伝える〉
は，他の職種に対して手助けしてほしいことや困っ
ていること，各職種の専門知識の情報提供や技術に
対して期待する役割を伝えていた．それらは多くの
場合，多職種で実施するケースカンファレンス以外
で話し合われる日々の些細な情報交換で伝わること
が多く，〈インフォーマルな場の情報交換から新た
なケアを見出す〉ことで，患者の新たな側面を発見
し，それをきっかけに発想を転換し , 日々のかかわ
りへつなげていた．このような経験が専門職として
の気づきや経験の積み重ねとなって，相互啓発によ
る専門性のスキルアップにつながっていた．

４．考察
　分析から抽出された4つのカテゴリについて，長
期隔離処遇患者の行動制限最小化に向けて多職種連

携に必要な方略について考察する．
４．１　スタッフの感情の共有化
　関係の質の高い，信頼しあえるチームを実現する
ためには，「心理的安全性（psychological safety）
の高い場」を作ることが求められる16）．本研究では，
長期隔離処遇患者の行動制限最小化を行う際，〈安
心して発言できる雰囲気を作る〉ことで，〈行動制
限緩和に伴う看護師の不安を表出する〉ことができ，
スタッフの感情や行動制限最小化を実現するための
意見を表出しやすいことが示された．行動制限が長
期化している患者に接する時間が長い看護師は，さ
まざまな感情を抱いて患者に接していることが想像
される．「カンファレンスで何を発言しても大丈夫」
という雰囲気が多職種の関係性と信頼性を育み，日
ごろ感じている患者に対して抱いている行動制限
最小化に伴う不安などの感情を表出しやすいと考え
る．また，安心して発言できる環境で意見交換をす
ることで，患者に対する否定的認知は肯定的認知に
再構成され〈陰性感情の軽減を図る〉ことが可能と
なり，行動制限最小化へのモチベーション向上につ
ながると考える．
　一方で，長期隔離処遇患者の行動制限最小化にお
いては，暴力や自傷・自殺企図の切迫性，他患者と
の関係性を著しく損ねるリスクが存在することが少
なくない16）．行動制限最小化を進める場合，自傷や
自殺企図，暴力に関しては，安全保障が充分担保さ
れていない中で開放観察の拡大や隔離解除を判断す
る際に，安全が優先されることが少なくない．しか
し，〈安心して発言できる雰囲気を作る〉ことは，
処遇拡大に伴うリスクに躊躇する事例に対しても，
既成の枠組みにとらわれない自由で活発な意見を出
すことが可能となり，過剰にリスクを恐れることな
く行動制限最小化にチャレンジできる組織の風土と
体制が構築されていくと考える．
４．２　対象を捉える
　長期隔離処遇患者にかかわる際，多職種の多角的
視点でアセスメントし，患者の特性とストレングス
を見出して，患者と支援者がともに回復のイメージ
を持って支援を行っていた．
　近年，我が国でもストレングスモデルを活用した
精神障害者のリカバリーを促す支援17,18）が広がって
いる．患者の〈ストレングスに着目する〉ことは，
患者との良好な関係を築き，支援者が適切な支援を
提供するための意識やスキルを高めることにもつな
がる可能性が報告されている19）．本研究では，多職
種が【対象を捉える】ために，〈ストレングスに着
目する〉ことで患者が本来持っている能力を回復の
手がかりとしていた．さらに〈患者・多職種が回復
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のイメージをもつ〉ことで，患者自身が行動制限最
小化への意欲のきっかけをつかみ，患者・治療者双
方の行動制限最小化へのモチベーションを高めてい
た．
４．３　行動制限最小化の方向性
　本研究では【行動制限最小化の方向性】を多職種
で決定することで，長期隔離処遇患者の行動制限最
小化の治療や援助の方向性が明確になっていた．
　治療に理解を求める説明や，回復過程を具体的に
示すかかわりは，治療参画への動機づけを促す．患
者とパートナーシップを形成することで，治療計画
を協働する行動制限最小化に向けた療養環境となる
ことが報告20）されている．患者を中心とした多職種
チームが〈患者と回復に向けた目標を共有する〉こ
とは，長期隔離処遇患者の行動制限最小化に向けた
治療参画の動機づけとなる．そのためには，〈患者
のニーズに応じて役割分担をする〉ことが重要であ
ることが明らかになった．精神科多職種チームによ
る多職種の専門性を活かした質の良い医療の効果21）

が示されているが，治療をめぐって患者と医療者の
意向の対立は治療関係にも影響し，患者と協働した
行動制限最小化を困難にする．治療や対応に対する
意向の対立がある際には，〈対立構造にある患者に
は他のスタッフが中立的立場で対応する〉ことで，
患者の望む治療とスタッフが患者にとって必要と考
える医療の価値観の差異を減らすことができ，患者
の治療参画を促すことができると考える．
４．４　多職種間の相互啓発による専門スキルの向上
　本研究では，多職種で長期隔離処遇患者の行動制
限最小化を行うことによって，【多職種間の相互啓
発による専門スキルの向上】につながっていた．具
体的には，多職種の専門職としての役割の明確化と
多職種間での情報共有が重要であることが明らかに
なった
　職種の専門性，役割の範囲，知識や技術のレベル
が不明瞭であれば依頼や相談は難しいが，対面によ
る意思疎通で多職種の信頼関係が生まれ協力体制が
築かれることが報告22）されている．今回の調査結果
で明らかとなった患者に関する情報共有の方法とし

ては，フォーマルなカンファレンスのみならず，〈イ
ンフォーマルな場の情報交換から新たなケアを見出
す〉ことがきっかけとなっていた．多職種連携は，
日々の対面によるインフォーマルな場の情報交換に
より行動制限最小化の実現に向けて方略を探ること
で，新たな支援への気づきを得て具体的な計画立案
につながっていた．
　多職種連携においてスタッフが自らの職種の役割
について理解を深めることが求められるが，それは
多職種との連携によって新たな視点が得られ，次の
連携に生かす重要性が報告23）されている．長期隔離
処遇患者で行動制限最小化につながったケースのか
かわりから〈多職種の専門的かかわりを相互に評価
する〉ことで職種の担う役割を認識でき，さらに〈他
の職種に期待する役割を伝える〉ことが相互啓発と
なって専門スキルが向上につながると考える．
４．５　結論
　本研究では，長期隔離処遇患者に対する行動制限
最小化に向けた多職種連携の方略として，【スタッ
フの感情の共有化】を行い，【対象を捉える】こと
で【行動制限最小化の方向性】を明確にしていた．
さらに，多職種が行動制限最小化に向けた専門的な
かかわりを相互に評価し，期待する役割を伝えるこ
とで，【多職種間の相互啓発による専門スキルの向
上】につなげていた．
　また，行動制限最小化に特化したカンファレンス
やインフォーマルな場で多職種が行動制限最小化の
実現に向けて方略を探ることで，新たな支援への気
づきを得て具体的な行動制限最小化の計画立案につ
なげていた．
４．６　研究の限界と今後の課題
　本研究は，一施設に限定したものであり，一般化
には限界があるものの，長期隔離処遇のある患者に
対し，多職種で協働して行う行動制限最小化を理解
するうえで重要な示唆を得ることができた．今後は
対象施設の拡大を行い，長期隔離処遇のある患者に
対し，多職種で協働して行う行動制限最小化のさら
なる探求と関係性について検討を重ねる必要がある．
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Abstract

　The purpose of this study is to identify strategies for reducing activity restrictions among patients undergoing 
long-term isolation treatment from the perspective of multi-disciplinary collaboration. Semi-structured interviews 
were conducted for multiple occupational categories (6 professional occupations, 11 individuals) that are involved in 
reducing activity restrictions among patients undergoing treatment for long-term isolation at psychiatric hospitals. 
The collected data was analyzed qualitatively and descriptively. The collected data was analyzed qualitatively 
and descriptively. Analysis results show that, with respect to strategies for reducing activity restrictions while 
undergoing long-term isolation treatment from the multi-disciplinary collaboration perspective, sharing of emotions 
among staff members was implemented in an atmosphere where they could be at ease and freely communicate. 
Further, new aspects of patients were discovered by acquiring an understanding of the subject in formal and 
informal situations. Consequently, we changed our thinking and examined the direction of reductions in activity 
restrictions. Such experiences foster professional awareness and accumulation of experiences, thus leading to 
improvements in specialized skills by mutual development. As venues for the sharing of emotions among staff 
members, conferences and informal venues specializing in the reduction of activity restrictions can serve as sites 
wherein multi-disciplinary professionals can examine strategies for the realization of reduced activity restrictions. 
These platforms can also contribute to further planning regarding the realization of reducing restrictions in patients’ 
activities while undergoing long-term isolation treatment.
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